










統計京都　2016 年 5 月号－47－

統計紹介

・ガソリン
ガソリンの支出金額の実質増減率を四半期別に
みると、１～３月期は前年同期に比べ実質減少と
なり、26 年４～６月期以降４期連続の実質減少
となりました。４～６月期及び７～９月期は、世
界的な原油安に伴うガソリン価格の下落の影響も
あり、２期連続の実質増加となりましたが、10
～ 12 月期は再び実質減少となりました。

・移動電話通話料
移動電話通話料の支出金額の実質増減率を四半

期別にみると、26 年に続き、27 年は４四半期全
てで前年同期に比べ実質増加となりました。

・外国パック旅行費
外国パック旅行費の支出金額の実質増減率を四
半期別にみると、米ドル／円の為替レートが、27
年６月に 14 年以来約 13 年ぶりの円安水準を記録
するなど、前年に比べ円安基調で推移した影響も
あり、27 年は４四半期全てで前年同期に比べ実
質減少となりました。

＜参　考＞　家計調査における高齢化の影響
二人以上の世帯のうち勤労者世帯における世帯
主の平均年齢は平成 27 年で 48.8 歳と 10 年前の
17 年（46.9 歳）と比べると約２歳高くなってい
ます。これは、改正高年齢者雇用安定法（平成
18 年施行）により、65 歳までの継続雇用制度等
の導入が企業に義務づけられ、世帯主が 60 歳以
上の勤労者世帯が増加しているためで、世帯主が
60 歳以上の世帯のうち勤労者世帯についてみる

と、27 年は 18.9％で前年（17.7％）より 1.2 ポイ
ント高くなっています。 （表１）
また、世帯主収入についてみると、世帯主が
60 歳以上の世帯と 60 歳未満の世帯を比べると、
60 歳以上世帯の収入額は 60 歳未満世帯の約 55％
であることが分かります。 （表２）
このように、家計調査の結果を見る際には、高
齢化の影響も考慮しておく必要があります。

表２　60歳以上世帯と60歳未満世帯の世帯主の収入（全国：二人以上の勤労者世帯）－平成 27 年－

表 1　世帯主が60歳以上の世帯世帯属性別分布（全国：二人以上の世帯）

世 帯 属 性
世 帯 主 が 60 歳 以 上 の
世 帯 に 占 め る 割 合（%）
平成26年 平成 27年

世帯主が60歳以上の世帯 100.0 100.0

勤労者世帯 17.7 18.9

勤労者世帯（高齢無職世帯） 62.3 61.2

うち高齢夫婦無職世帯
　　　（夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみ） 35.0 34.4

個人営業などの世帯
　　　（無職世帯を除く勤労者以外の世帯） 20.0 19.9

世帯主収入 定期収入 臨時収入
・賞　与

月
平
均
額
（
円
）

平均 412,884 346,691 66.193

60 歳未満 452,372 374,622 78,249

60 歳以上 250,842 233,365 17,478

対
前
年
名
目

増
減
率
（
%
）

平均 －0.4 － 0.5 0.2

60 歳未満 0.8 0.4 2.6

60 歳以上 －2.7 － 1.4 － 17.5


